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深海地球ドリリング計画(OD21)と

統合国際深海掘削計画(IODP)

田中武男1〕

て.はじめに

｢深海地球ドリリング計画｣(以降OD21計画と記

す)とは,泥水循環によるライザｰ掘削システムを

搭載した新しい科学深海掘削船を開発し,それを

運用して地球生命科学の推進を目指す計画であり,

海洋科学技術センタｰが東大海洋研究所等との連

携のもとに,国際共同運営による実現を目指してい

る.本計画は,80年代後半での科学技術庁の関連

検討会において構想の緒を発し,90年代前半に海

洋センタｰにおいてライザｰ要素技術の検討を行

い,その技術的実現可能の確信を得たものである.

そして90年代中頃より現行ODPコミュニティとの積

極的な情報･意見交換を開始･し,2003年(平成15

年)以降のポストODP期において,地球深部探査

船(以後はライザｰ掘削船と記す)とジョイデス･レ

ゾリュｰション号型のライザｰレス掘削船の2船体

制(またはマルチ･プラットホｰム)によって､それぞ

れの掘削船の特徴を活かした統合国際深海掘削計

画(IODP)の推進という構想を確立した.現在は,

その実現に向けての具体的な検討が各レベルにお

いて行なわれている.

ライザｰ掘削船は,2004年度(平成16年度)初

頭の完工,引き続いての慣熟訓練航海を経て,

2006年度初頭から本格研究航海開始というスケジ

ュｰルを目指して,今年度(平成11年度)中に基本

設計を行い,年度内の建造開始に取り掛かるア走

である.本稿では,主としてここ2～3年程の国内

及び国際的な検討の進捗状況,検討構造,そのス

ケジュｰルおよびライザｰ掘削船の基本仕様等を

記す.それ以前の詳細は,田中弛(1997)を参照し

て戴きたい.

1)海洋科学技術センタｰ蹄海地球ドリリング計画準備室1

2.OD2て計画とは

2.1ライザｰ掘削とは

ライザｰ掘削とは,ドリルパイプの外側に掘削船

と掘削孔の間を繋ぐライザｰ管という管を設け(本

船の場合のライザｰ径は21インチを予定),調製し

た泥水(Mud)を循環させ,掘削屑を効率的に船上

に排除するとともに,掘削孔内環境を制御し,掘削

壁を安定化させながら海底下深部までの掘削を可

能とするものである(第1図).海洋石油掘削では,

普遍的に利用されている技術ではあるが,多くは

水深1,000m以内の掘削に適用されてきたが,昨今

の海洋石油開発の大深度化に伴い,2,OOO～

3,000m級水深への適用が可能となりつつある技術

であり,科学目的とした深海掘削に初めて応用され

ることになる.

ライザｰ掘削により,(1)軟弱地層の大深度掘

削,(2)炭化水素の噴出防止,(3)掘削作業の効率

化,(4)掘削孔の長期安定化確保,(5)ドリルパイプ

長の延伸が可能となることが期待され,従来のライ

ザｰレス掘削船(ジョイデス･レゾリュｰション号/

ODP計画)が直面していた(a)炭化水素の存在域

の掘削制限,(b)掘削孔の崩壊による大深度掘削

の技術的限界,(C)コア回収率の低下等の問題を

解決することが期待されている.

2.20D2､計画が目指すもの

ライザｰ掘削船により本計画が目指すものは基

本的には,次の5つの項目とされている.

(a)地球変動研究への寄与

深海掘削船は,リモｰトセンシング技術や海洋観

測船等では得られない地球環境変動研究に関する

〒237-0061横須賀市夏島町2-15

キｰワｰド1ライザｰ掘削,OD21計画,IODP計画,IWG,IPSC,

IODP国内連絡委員会,CONCORD報告,COM-
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直接的な試料とデｰタを提供する手段である.特

に,ライザｰ掘削船は,炭化水素の存在や脆い地

層によって従来法による掘削を妨げられている堆

積速度の速い縁海や大陸周辺部において,急激な

地球環境変動の復元と変動メカニズムの解明に資

するものと期待されている.ライザｰレス掘削船と

の併用により地球環境変動研究に寄与する試料を

獲得する.

(b)地震発生メカニズム研究への寄与

地震発生メカニズムの解明には,地震発生帯内

および周辺の岩石や流体の物性や状態を直接的に

把握することが必要とされる.海域では,ところに

より海底下5～6kmに地震発生帯が位置する場所

がある(例えば南海トラフ).ライザｰ掘削により,

地震発生帯への直接掘削を目指すとともに,掘削

孔を利用した海底下長期連続観測システムの構築

を目指す.

(C)地球深部ダイナミクス研究

従来のライザｰレス掘削では,技術的な制約か

ら実現できなかった海底下2km以上の地殻下部へ

の掘削とそれに続くマントルヘの挑戦,深海掘削と

いう唯一の直接的な証明手法を用いて,地球体積

の80%以上を占めるマントルの実像解明にチャレ

ンジすることを将来的な目標の1つに掲げている.

なお,ライザｰ掘削適用水深:2,500mの第1期フェ

ｰズでは,海台等の巨大火成岩区の掘削が大きな

目標の1つに掲げられている.

(d)新しい資源の探求

海底下には,未知の分野が多く残されている.

メタン･ハイドレｰト(エネルギｰ)や最近の話題で

ある地殻内微生物(バイオリナクタｰ等への応用)

の存在は,21世紀の新しい資源として期待されて

いる.上記2つの課題は,それぞれ地球環境問題

解明や生命の起源の観点からもIODP計画におけ

る大きな柱となるものと期待されている.

地球深部探査船

(ライザｰ掘削)

ライザｰパイプ

噴出防止装置

11∋OP〕

堀リ屑

(カッティングス)

海底

〃舳

礎石油･ガス層を越えて掘削することが可能

鰻特殊な流体(掘削泥水)を循環させること1=より､海底

下大深度まで掘削できる(7kmを目標)

石油･ガスの存在域､海底下深部の地鰹発生源やマン

トルなど重要地点で長期間をか1ナて掘削

従来型科学掘削船

(ライザｰレス掘削)

堀り屑

(カッティンケス)

騒宿泊･ガス層存在域では掘削が制限

綴堀り屑を海水で排出する方式であり､海底下の掘削深度

1こ限界がある(これまでの記録2111m)

石油･カスが噴出する心配のない海底表層部を地球上

の多数地点で掘削

第1図ライザｰ掘削とライザｰレス掘削の比較.
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第2図ライザｰ掘削船概要図.

(e)人類の活動領域の拡大

深海掘削船のライザｰシステムは,深海における

大きな手の機能を持つ.この応用により掘削孔内

や周辺への観測装置の敷設等が円滑に実施される

ことが期待される.深海潜水調査船や無人探査機

とは異なった,大型施設の運用支援を含め,深海

第1表地球深部探査船主要目.

域における作業に新しい視点を加えることが期待

される.また関連技術からは海洋温度差発電のた

めの細長体ハンドリング技術やマンガン団塊等採取

技術への応用も期待されている.

2.3ライザｰ掘削船の建造

ライザｰ掘削船は,現在,以下に記す主な基本

要求性能を有することとして基本設計が進められて

全長

垂線間長

船1幅

深さ

夏期満載喫水

㈱ね

��

㌸�

���

��

最大稼動水深

ドリルストリング長

ライザｰ径

“2,500"m

“10,000"m

21インチ

主発電機

補助発電機

“5,000kW"×6基

“2,500kW"×2基

DPスラスタｰ

“4,100kW"×6基

“2,500kW"×1基

測位システム

沢地球測位システム(DGPS)

(補助:音響測位システム)

最大搭載人員

150名

(内,研究(含補助)員:51名)

いる.

(1)全世界の海域(高緯度海域においては開氷

期)において,航海および掘削が可能である.

また必要に応じて燃料,食糧,各種掘削資機

材等の補給によって,長期間の掘削が可能で

あり,そのための各種掘削資機材を十分に搭

載できる.

(2)船型はモノハル型(船型)とし,安全かつ効率

的に掘削作業及び研究が行えるように,優れ

た動揺特性,復原性,位置保持能力および操

縦性を有する.

(3)掘削能力は,以下の通り.

･最大稼働水深:2,500m(ライザｰ掘削時)

･ドリルストリング長:10,000m

なお,本船の最終目標は,水深4,000mでの

2000年2月号�
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(ドリルストリング長は12,000m)ライザｰ掘削

としており,これに対応するライザｰシステム

については,材料開発も含めた今後の技術

開発動向を踏まえて,国際的な議論を深めつ

つ実現を目指すこととしている.

(4)稼働中に厳しい海象･気象状態に遭遇するこ

とが予測された場合において,速やかに安全

対策を講じ,可能ならサブシｰ/孔内システ

��

��

��

ムを揚収し,安全な海域に避難することで危

険を回避できる.

掘削中に石油,ガス等の噴出の危険に遭遇し

ても安全にこれを制御できる.

全掘削長にわたり,安全かつ効率的に連続コ

アリングおよび孔内計測ができる.

採取するコアの標準外径は,現在のODP計

画と同程度とする.

1959:モホｰル計画の発表

1961:カス1号による初の深海掘削

1968グロｰマｰチャレンジャｰ号に

よる深海掘削計画DSDPの開始

19751国際深海掘削計画1PODとなり

日本が参加(運用資金を国際分担)

文部省/東大海洋研

1985:ジ目イデスレゾリュｰション号

による国際深海掘削計画ODPの開始

文部省/東大海洋研

1990:海洋開発審議会

第3号答申

科学技術会議第17号答申

1993海洋開発審議会

第4号答申

19901研究落手

1992:要素技術開発

の開始

1994:京都会議で日本のライザｰ

掘削船構想を支援する動議が採択

199610DP長期計画書で2003年以降は

ライザｰ型と従来型の2船体制と位置付け

1995:全体システム

の研究の開始

1996:ライザｰ技術国際ワｰクショップ

文部省/科技庁共催

1997:CONCORD会議

文部省/科技庁共催

1997:IWG設置

1999:IPSC設置

1998:海底掘削シス

テム試験機の製作開始

2003年9月末:

ODP計画の区切り

統合国際深海掘削計画

10DPへ

ライザｰ掘削船の

開発着手へ

第3図

OD21/IODP計画

検討の経緯.
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H2年度H6牛皮HlO年度H11年度H12年度

H4年度H8年度19992000

H13年度

㈰�

H14年度H15年度H16年度H17年度

㈰�㈰〳㈰〴㈰〵

⑱研究着手

鰹開発研究開始

鰹京都会議

(0DP連携)

騒CONCORD

海底下掘削システム開発

(0DPと協力)

地球深部探査船

(ライザｰ掘削船)

基本設計

船体部

船上掘削設備等

海上

試験

観測付帯設備等

慣熟航海

科学検討計画検討フェｰズ

実施準備フェｰズ

Io逓習

統合国際深海掘削計画

ライザｰレス掘削船準備

■116“"“18■11■6I6“116111“一■"1■洲榊I8一肥1I麗

1985～ODP

第4図OD21/IODP計画のスケジュｰル概念.

(8)採取したコア,カッティングスおよび泥水を船

上で速やかに処理･分析し,さらにそれらを

保管できるスペｰス並びに機能を有する.

(9)回収したコアおよび掘削流体に含まれる硫化

水素等の有毒ガスに安全に対処できる.

(10)掘削船上からコア,カッティングス,スラッジ,

余剰泥水,廃泥水および廃油等をサプライボ

ｰトおよび岸壁に安全に荷揚げ,荷降ろし出

来る設備を備える.

上記の基本要求性能を満たす掘削船として第2

図に示す概要図および第1表の主要目を示す.

2.40D21110DP計画の歩みと今後

IODP構想は,第3図に示すようにDSDP/ODP

の現行ODPのラインと90年代初頭からのライザｰ

掘削船の技術的検討のライン,そしてその間を繋ぐ

科学と技術を基にした協力の可能性追及のライン

の相互関係によって発展してきた.この経緯の中

の重要なエポックは1994年2月に行なわれた

JOIDESと科技庁/海洋センタｰとの合同WS(京

都会議)であり,その会議によってODPとOD21の

協力が具体的に開始されることとなった.その後,

1997年7月のCONCORD会議においてライザｰ掘

削船の科学目標設定が行なわれた.さらに各国の

政策担当機関がIODP構想実現のための国際ワｰ

キング･グルｰブ(IWG)を設置し(1997年9月),

1999年4月にはIODPのための計画検討委員会

(IObPPlanningSub-Committee:IPSC)が設置

され今日に至っている.

第4図に今後のスケジュｰルを示すが,2006年度

初頭の本格運用を目指してライザｰ掘削船の建造

が進められるとともに,米国においてはNSFが主

導して,ポストODP計画のためのライザｰレス掘削

船整備のスケジュｰルが着実に進められている.な

お,IODP計画としてOD21計画とポストODP計画

とを一連の計画として統合するための科学/技

術/運用/管理のそれぞれの分野/レベルにおけ

る検討が開始されている.図に示されるように

IODP計画は,現在,構想の段階から計画検討の

段階へと移行している.この検討の段階は,遅くと

も2001年度中頃には終えて,直ちに計画実施に向

けた体制へと移行すべきとの共通認識をもって検

討が進められている.
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連携

��

科学アドバイス

��

検討

依頼

��

��

文部省科学技術庁

アドバイス

連携

JOIDES正,SC

����倀

千�位毋�

�

海洋研

連携科学アドバイス

ODP国

連絡委員△

海洋科学技術

センタｰ

州深海

掘削委員A

各国･各地域連合体

第5図IODP計画の国際検討体制.

なお,IODP(IntegratedOceanDrmingPro-

gram)計画とは,上記IWGにおいて提唱された仮

称であり,おそらく計画開始までに新しい名称が定

められることとなると考えられる.0D21計画とは,

時に便宜上,狭義の意味でライザｰ掘削船のみを

用いた運用･研究計画を指す場合もあるが,基本

的にはOD21計画はあくまでIODP構想を前提とし

た計画であることを付記しておく.

3.1ODP計画検討の構造

第5図にIODP計画検討の国際的な構造を示す.

3.11WGについて(1997年9月設置)

�������慴楯�汗�歩湧����

IODP)は,IODP計画の必要性を認め,その参加

国となることを前提として事前検討の参加を文書

にて表明した国/国際機関の担当者で構成される

組織であり,年2回程度の会合を開催している.

1999年10月現在のメンバｰは;日本,米国,英国,

ドイツ,フランス,EU,カナダ,中国,オｰストラリア

である.

IWGの目的は,科学コミュニティおよび研究機関

によるIODP計画の具体的立案を鼓舞し,その計

画案をそれを実施するために必要な技術や組織,

資金関係の課題の検討を通して計画の実現の可能

性をさぐることにある.その主要検討項目としては,

(1)科学計画,(2)技術検討,(3)運営モテ=ル検討,

(4)資金問題検討等全ての面にわたっている.な

おIWGそれ自身では,それぞれの検討項目につい

て立案は行わず,計画立案組織等からの具体案を

もとに検討することとしている.また,米国(NSF)

と科学技術庁の代表が本IWGの共同議長をつと

めている.

3.21PSCについて(1999年4月設置)

IWGの検討原案を提言する組織として,IPSC

(IODPP1anningSub-Committee)が設置された.

この組織は,形式上は現行0DPの科学アドバイス

組織であるJOIDES付属の委員会となっているが,

IODP計画を強く意識して作られており,委員メン

バｰ構成および検討内容の報告形式から1実質上

の機能･位置づけは,第5図に示すようなIWGの

直下に置かれたかなり独立性をもった組織として

認定されている.

IPSCは,新しい掘削計画の科学計画,技術お
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ODPライン

OD21ライン海洋開発審議会

測地審議会

航電審

深海底等調査

特別委員会

文部省

学術国際局

四者連絡会

科学技術庁

研究開発局

ODP国内研究

連絡会､〆

東京大学

海洋研究所

ODP目本

事務局

I0DP国内連絡委員会

専門部会(複数)

○○○

日本から

本委員会へ

2名委員

'3'･伽｡｡｡

(深海掘削懇談会)

海洋科学技術

センタｰ

0D準備室

技術検討部門運用検討部門

研究検討部門

�千

第6図0D21/IODP計画の国内検討体制.

よび運用に関する事項および資金/運営に関する

要件等の重要事項について,詳細な原案/提言を

作成し,IWGおよびEXCOM/ODPに適時報告す

ることを最大の任務としている.なお,本委員会は

2～3年の活動期問とされており,その後,計画の

進展に応じて,IODP計画に対してさらに強い権

限/決定機能を有する委員会へ衣替えすることが

期待されている.また本検討については,検討の

実現性を高めるためODPおよび0D21と密接に連

携して検討を進めることが求められている.現時点

でのメンバｰは第2表の通り.

IPSCは,設置後数か月間をライザｰ掘削船に対

する国際要望(主として船上研究室関係)について

ODPの科学計測パネル(SCIMP)と連携してとりま

とめ,海洋センタｰに提言し,基本設計への要望事

項として盛り込むことに集中した.現在は本来の検

討事項に対して以下のワｰキング･グルｰプを設置

し検討を加速している.

3.31PSCワｰキング･グルｰプ

(a)科学計画検討WG(ScienceP1anWG)

本WGは,ライザｰ掘削船の科学目標設定の

CONCORD会議およびライザｰレス掘削船の科学

目標設定会議(COMPLEX会議:1999年5月)を基

に,2船(マルチ)体制におけるIODP計画の科学

目標をより具体的に検討し,IWGに提言すること

を目的としたWGである.

本WGでは2000年夏を目処に報告書を完成する

ことを目途に活発な検討を進めている.

(b)科学計画評価委員会(SciencePlanReviewBoard)

通称BlueRibbonEditorialBoardとも呼ばれる

本WGでは,上記科学計画検討WGの検討の進捗

にあわせて適宜レビュｰを行い,偏りがなく意義深

い科学計画の検討を実施しているか評価すること

を目的として設けられている.

(c)技術アドバイスWG(TechnicalAdviceWG)

本WGは,ライザｰ掘削およびマルチ掘削船運

用という新しい運用体制に対応するため,技術

的/専門的な観点からのアドバイスを与えるために

設置されたものである.IPSC本委員会は特にこの

WGの提言を重要視している.

(d)石油業界リエゾンWG(1ndus岬LiaisonWG)

本WGは,IODPの実現および実施に対して,石

油業界との協力が有りうるか?有るとすればどのよ
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委員長

委員

第2表

lPSCおよび同ワｰキング･グルｰプ

メンバｰ表.

TedMoore,Universi蚊｡fMichigan,US

�浩�畳瑩測���數慳�畳瑩測啓

���物�楡渮����慮�����敲���爬���潰��来測����

�整敲�步牢敲本��敲���湧楮�爬����慮�

����攬��捴�����慮�

平朝彦(東大海洋研)

木下輩(海洋センタｰ)

(以上7名)

(a)科学計画検討WG(ScienceP1anWG)

共同委員長JudithMcKenzie(ETH,Swiセerland)

MikeCo肋(Univ.Texas,USA).

委員EarlDavis,PGC,Canada

�牲�楣步����������畳��楡

�敲��楮来爬����慮�

�慮�����卯畴��瑯測�

�����捨潮����慮捥

�癩������捨�慮�十

末魔潔(海洋センタｰ)

巽好幸(東大海洋研)

(b)科学計画評価委員会(SciencePlanReviewBoard)

委員長BobDetrick(USA)

委員RodneyBatiza`USA)

���祥猨啓�

HughJen㎏ns(UK)

塡癩敲��捨潮�牡��

�湍��爨啓�

副��癯�略��敲���

小泉格(北大)

斎藤常正(東北大名誉教授)

(c)技術アドバイスWG(Technica1AdviceWG)

委員長TedBourgoyne,LouisianaStateUniv.(US)

委員DonRemson,RimkusConsultingGroup

����瑯測�杲���敬��

���楴栬�畩�慮慓�����啓�

����礬��潮�晦獨�攀

���慵���礬�攴浯�

��楳���健�潢牡�

市川祐一郎(日本海洋掘削)

うな分野,形態であるか?等を幅広い観点で検討

することを目的としている.委員長はMobi1/Exxon

のJ.Armentroutが就任することが決まっており,

人選が進められている.日本の委員は(株)帝国石

油の戸野聡氏に依頼がなされている.

なお,IPSC本委員会および各WGの日本委員に

関しては,IODP国内達絡委員会の承認を得て推

薦されている.

3.4国内検討体制

第6図に国内の検討体制を示す.既に国際検討

体制においても記したように,現行のODP計画と

IODP計画の検討を両立させ,さらに検討の肉身が

実現性のあるものとするため,ODP計画を主導す

る文部省/東大海洋研とOD21計画(狭義)の科技

庁/海洋センタｰのラインが密接に連携して,

IODP国内連絡委員会を作り(1998年4月設置),
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久城育夫委員長のもと,年4回の会議を開催してい

る.メンバｰは海洋センタｰ,東大海洋研,大学,

国研,関連法人,民間からの約20名の委員で構成

されている.同委員会にはいくつかの専門部会が

設置されており,IPSCの検討に対応して国内の意

見を集約し,全体計画へ反映させている.例えば,

IPSCの科学計画検討WGに対しては研究計画専

門部会(翼部会長)が設置されており,1999年の

夏から研究分野別のWGを作り,科学計画に対し

て我が国の研究者の総意を反映すべく検討を重ね

ており,その検討結果は,IPSCの科学計画検討

WGに反映される構造となっている.

4｡ライザｰ掘削船による深海掘削航海の特徴

ライザｰ掘削船を用いた掘削目標については,

CONCORD報告やCOMPLEX報告および現在検

討中のIODP科学計画において様々な科学タｰゲ

ット,具体的な掘削地域の提言がなされている.そ

の多くは,海底下4,000～6,000m掘削を狙ったも

のである.現行ジョイデス･レゾリュｰション号の最

大掘削深度は約2,100mであり,例えライザｰ掘削

船を用いても,その深度までの掘削には相当の時

間と現場における技術的チャレンジを要することは

想像に難くない.海洋センタｰにおいて南海トラフ

および三陸沖陸側斜面における掘削シュミレｰショ

ンを実施した結果,各々3,500mおよび4,OOOmを

掘進するとして2孔でちょうど1年かかるとの結果が

得られた.これは,天候･海象がほぼ順調でトラブ

ル等による遅延が最小と仮定した場合の結果であ

る.

本掘削船は,資材や人員交代を補給船等を用い

ることによって,支援基地から数百km離れた地点

で十分に長期に亘って掘削を継続できるべく設計

されるが,科学的深海掘削において1行動をどの

程度の期間に設定することが適当かについて,

1998年10月に開催された国際技術WSでは,年間

2～3行動(1行動;4～6か月)が推奨された.この

間,乗船研究者は,研究対象の深度毎にチｰムを

組んで交代すると考えられる.そのため現在ODP

で実施されている航海毎の研究チｰム編成から,

ライザｰ掘削においては掘削地点を長期的に担当

する大きな国際的研究プロジェクトチｰム方式へ移

行するものと考えられる.

また,ライザｰ掘削の場合,事前調査デｰタの重

要性がさらに増し,必要によっては,掘削オペレｰ

ションのための事前調査も追加実施されることにな

る.おそらく上記プロジェクトチｰムは事前調査の

段階から結成されなければならないだろう.さらに,

ライザｰ掘削では,事前の掘削計画の検討により

以上の時間を必要とする.現行のODP計画では

掘削プロポｰザルの審議から実際の掘削まで2～3

年程度の時間を要しているが,ライザｰ掘削の場

合,4～5年が少なくとも必要とされている.

ライザｰ掘削船を用いた最初の掘削行動は,日

本周辺の地震発生帯を目指すということが,1997

年のCONCORD会議等により共通認識となってお

り,それに向けた具体的検討および事前調査も進

められているが,地震発生帯以降の具体的な掘削

地点の選定と準備もすぐに進める必要がある.上

記のIODP科学計画検討はそれを意識したもので

あるが,掘削航海のスケジュｰルの確定は,IPSC

検討の次に来るIODP計画の科学アドバイス組織

が明確になって後に決定されるはずである.この

時間的ギャップを研究コミュニティの十分な連携に

よって埋める必要がある.

5.OD2仙00P計画運営の､つのイメｰジ

本計画については,上記のようにまさに現在,

様々な観点から検討が進められている段階であり,

詳細については今後大いに変更,修正は有りうる

ものの筆者は以下のようなイメｰジを現在もってい

る.

計画運営構造については,2つのプラットホｰム

について日米それぞれが責任を持った運用の構造

の構築が必要となる.それぞれのラインにおいて,

計画管理機能(現行のJOI相当機能),計画実施機

能(現行のTAMU,LDEO相当機能),掘削･運航

機能(現行のSEDCO相当機能)のそれぞれにおい

て,人的交流,情報交流の緊密化が必要となろう.

それらを保証する仕組みの構築が極めて重要とな

ろう.科学サｰビスにおいては,部分肘に統合化

すべきものも発生すると考えられる.

計画の統合の象徴および効果は,運営組織より

むしろ科学計画検討/成果の共有によって実現さ
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れると考えられる.2つのプラットホｰムであって

も,科学アドバイス構造は1元化を目指すことにな

ろう.なお,そのためには現行JOIDES構造の発展

的改変と,日本の全体計画への寄与に見合う委員

構成への変更が必要となる.

現行0DP計画では,年間10人程の日本人研究

者が乗船の機会を与えられている.IODP期には,

少なくとも年間延べ50～80名の国内研究者がライ

ザｰ船およびライザｰレス船双方に乗船する機会

をもつことができるであろう.なお,これまで地質･

地球物理学分野が主体であった乗船研究者に加

え,新たに微生物研究者および掘削船を定点観測

プラットホｰムとして活用する海洋観測研究者等の

乗船機会も数多く与えられるだろう.また,日本国

内に試料分析,デｰタ解析の機能,コア試料保管

の機能を持つ陸上施設カ必要となるであろう.

米国においては,現在USSSPと呼ばれる米国掘

削研究の推進のための特別研究費が設定され,米

国国内の関連研究を支援している.0D21/IODP

計画においては,我が国においても,上記の研究

機会の増大をより効果的に利用する研究推進シス

テムがそれぞれの研究機関の特色を活かして作り

出されることが必要となるであろう､

IPSC委員会においてライザｰ掘削船の運航･掘

削経費の試算検討が実施された.海洋センタｰが

試算したライザｰ掘削船の最低経費(最適条件の

もとでの日本周辺年間2行動):約US$65M含

むロギング)は同委員会において掘削専門家等の

評価を受け,妥当なものとみなされた.その他計画

運営経費,科学サｰビス経費およびライザｰレス船

の運航経費等を総合したIODP全経費として,US

$130～140Mと見積もられた.IPSCは,さらに掘

削予備経費を追加することを考慮するべきとの提

言を示した.

IODP期の参加国は,現行ODP計画の参加国に

加えて,例えばアジア,ブラジル,中東,南ア等の

国,地域の参加があることが期待される.
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